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１　令和７年度　実施取組一覧

【観点Ａ】デジタル・バイ・デフォルト

№ 主な取組 所管課

1 こども家庭課 7

2 教育ＩＣＴ環境の整備 学校教育課 7

3 所蔵貴重資料のデジタルアーカイブ化 8

4 埋蔵文化財包蔵地の範囲をインターネット上で公開する。 文化・スポーツ課 8

5 デジタル観光案内等サービスの取組支援 情報戦略課 8

6 デジタル地域通貨「会津コイン」サービスの取組支援 情報戦略課 9

7 母子健康手帳等の電子化の拡充 健康増進課 9

8 ＩＣＴを活用したオンライン診療実証事業に対する支援及び普及促進 情報戦略課 9

9 情報戦略課 9

10 バリアフリー対応施設等データの利活用 地域福祉課 9

11 障がい者支援課 10

12 環境価値の地域循環サービスの取組支援 情報戦略課 10

13 廃棄物収集車両運行管理システム 環境共生課 10

14 環境共生課 10

15 避難行動要支援者システムの導入・個別避難計画の作成 高齢福祉課 11

16 位置情報を活用したデジタル防災サービスの取組支援 情報戦略課 11

17 電動水門遠隔制御システムの更新 道路課 11

18 会津若松プラス運用支援 情報戦略課 12

19 企画調整課 13

20 すべての人が必要な情報を取得できる仕組みづくり シティプロモーション課 14

21 問い合わせ内容のデータ化による業務効率化 シティプロモーション課 15

22 市民課 15

23 給与支給業務の業務効率化 人事課 16

24 会計課 16

25 公用車の適正管理 総務課 16

26 情報システム導入の標準化の促進 情報戦略課 16

27 電子申請の拡充 情報戦略課 16

28 マイナンバーカードを活用したサービスの拡充 情報戦略課 16

29 デジタルガバメント推進に係る業務改革の促進 情報戦略課 16

30 多様な勤務形態に対応した環境整備 情報戦略課 17

31 情報戦略課 17

32 キャッシュレス決済の推進 情報戦略課 17

33 情報機器を利用したきめ細かな受付業務の拡充 市民課 17

34 コンビニ交付、ゆびナビ等のサービスメニューの拡大 市民課 17

35 電子納税の導入及び普及促進 納税課 18

36 税務課 18

37預貯金等照会システム（預貯金照会電子化サービス）の導入 納税課 18

38 納税課 18

39 個人住民税税額シミュレーション 税務課 18

　令和７年度に実施する取組は以下のとおりです。「取組の基本となる観点」ごとの一覧表として記載してい
ます。取組の詳細は「掲載ページ」をご覧ください。

　事務処理や手続き・サービスなどについて、主に紙などを利用した従来のアナログな手段ではなく、電
子的な手段により、オンラインでの処理を基本かつ原則として実施することで、情報の可視化や共有、市
民サービスの利便性向上を図る。

掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

家庭児童相談システム(旧:要保護児童管理システム）の活用

生涯学習
総合センター

健康情報の患者・医療従事者間の共有サービスや、オンラインによる健
康相談サービスの取組支援

障害福祉業務総合支援ソフトの導入による業務改善を行う。
①資格データの送信前のエラーチェックによる事務処理時間の短縮。
②給付データのシステムチェックによる給付の適正化

し尿くみ取り管理業務における利用者管理、くみ取り実績管理、手数料
の賦課・収納管理など事務処理を総合的に管理するシステムの移行。

⑴新庁舎総合案内等での生成ＡＩシステムの導入
⑵自動証明書交付機の導入
⑶窓口DXSaaSの導入
⑷新庁舎内サイネージ情報配信表示システムの導入
⑸新庁舎議場システムの導入

予約制によるマイナンバーカードの申請・交付などの効率的な受入体制
の強化

税及び税以外の収納に係るeLTAXの導入を推進する。

新庁舎におけるICT環境の整備

軽自動車税OSS・JNKSのシステム導入

地方税統一QRコードの導入



2

【観点Ｂ】　データやシステムの標準化・全体最適化

№ 主な取組 所管課

1 所蔵貴重資料のデジタルアーカイブ化 8

2 農林課 8

3 デジタル観光案内等サービスの取組支援 情報戦略課 8

4 情報戦略課 9

5 廃棄物収集車両運行管理システム 環境共生課 10

6 環境共生課 10

7 危機管理課 11

8 位置情報を活用したデジタル防災サービスの取組支援 情報戦略課 11

9 ＧＰＳ端末を搭載した除雪車両の運行管理の拡充 道路課 11

10 会津若松プラス運用支援 情報戦略課 12

11 シティプロモーション課 13

12 企画調整課 13

13 市民課 15

14 情報戦略課 15

15 会計課 16

16 公用車の適正管理 総務課 16

17 情報システム導入の標準化の促進 情報戦略課 16

18 オープンスタンダードの採用及び普及促進 情報戦略課 16

19 税外収納システムの導入・運用 情報戦略課 17

№ 主な取組 所管課

1 埋蔵文化財包蔵地の範囲をインターネット上で公開する。 文化・スポーツ課 8

2 農林課 8

3 デジタル観光案内等サービスの取組支援 情報戦略課 8

4 バリアフリー対応施設等データの利活用 地域福祉課 9

5 避難行動要支援者システムの導入・個別避難計画の作成 高齢福祉課 11

6 位置情報を活用したデジタル防災サービスの取組支援 情報戦略課 11

7 ＧＰＳ端末を搭載した除雪車両の運行管理の拡充 道路課 11

8 道路台帳管理システムの更新及び機能拡張 開発管理課 11

9 ローカル地図情報アプリ「ペコミン」の普及 情報戦略課 12

10 情報戦略課 15

11 ＧＩＳの利活用範囲の拡大 市民課 17

　パブリッククラウド等を利用し、場所や時間の制約を受けずに情報資産にアクセスできる状態にすること
で、データの共同化による業務継続体制の強化を図るとともに、業務で作成するデータの標準化を推進し
、業務の全体最適化を図る。

掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

生涯学習
総合センター

鳥獣害対策ソリューション(獣マップ)の導入

健康情報の患者・医療従事者間の共有サービスや、オンラインによる健
康相談サービスの取組支援

し尿くみ取り管理業務における利用者管理、くみ取り実績管理、手数料
の賦課・収納管理など事務処理を総合的に管理するシステムの移行。

ICTを活用した災害時の情報発信

ノンプログラミングビジネスアプリ作成クラウドサービスの導入による
業務改善を行う。
・移住相談に関する情報の一元化
⑴新庁舎総合案内等での生成ＡＩシステムの導入
⑵自動証明書交付機の導入
⑶窓口DXSaaSの導入
⑷新庁舎内サイネージ情報配信表示システムの導入
⑸新庁舎議場システムの導入
予約制によるマイナンバーカードの申請・交付などの効率的な受入体制
の強化
ICTに関する業務継続計画の運用管理

税及び税以外の収納に係るeLTAXの導入を推進する。

【観点C】　地理空間情報の積極活用

　住所情報や道路情報、３Ｄマッピングデータ等を電子的に管理することにより、庁内横断的な利活用を促
進する。

掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

鳥獣害対策ソリューション(獣マップ)の導入

GISを活用した市民からの情報収集
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№ 主な取組 所管課

1 デジタル観光案内等サービスの取組支援 情報戦略課 8

2 バリアフリー対応施設等データの利活用 地域福祉課 9

3 ＧＰＳ端末を搭載した除雪車両の運行管理の拡充 道路課 11

4 企画調整課 12

5 情報戦略課 15

6 電子申請の拡充 情報戦略課 16

№ 主な取組 所管課

1 ＩＣＴ活用による学校と家庭のコミュニケーション強化 学校教育課 7

2 ＩＣＴ市民講座の開催 8

3 所蔵貴重資料のデジタルアーカイブ化 8

4 デジタル地域通貨「会津コイン」サービスの取組支援 情報戦略課 9

5 母子健康手帳等の電子化の拡充 健康増進課 9

6 聴覚障がい者等意思疎通支援システムの構築 障がい者支援課 10

7 位置情報を活用したデジタル防災サービスの取組支援 情報戦略課 11

8 公共連絡網システム「あいべあ」を活用した情報発信 情報戦略課 12

9 ＩＣＴに慣れ親しむセミナーの開催 情報戦略課 12

10 会津若松プラス運用支援 情報戦略課 12

11 家庭用テレビ等の多様な情報伝達手段の拡充 市民協働課 13

12 市外在住者の方へ向けた情報発信の拡充 13

13 すべての人が必要な情報を取得できる仕組みづくり 14

14 市民課 15

15 電子申請の拡充 情報戦略課 16

16 マイナンバーカードを活用したサービスの拡充 情報戦略課 16

17 キャッシュレス決済の推進 情報戦略課 17

18 情報機器を利用したきめ細かな受付業務の拡充 市民課 17

19 電子納税の導入及び普及促進 納税課 18

【観点D】　オープン・バイ・デフォルト

　市が保有するデータについて、個人情報や機密性が高い情報等を除いたものは、公共性の高い共有財
産であることから、原則的に全て公開すべきという観点を持ち、積極的なデータの公開に努める。

掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

市が公開するオープンデータ等の拡充及び、産学官民の連携体制によ
る利活用促進
GISを活用した市民からの情報収集

【観点E】　情報格差（デジタルデバイド）への配慮

　情報化を推進するにあたり、多様な情報取得手段に対応することで、情報技術の恩恵を受けやすい方・
受けにくい方双方に配慮した取組を行い、公平性の確保に努める。

掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

生涯学習
総合センター
生涯学習
総合センター

シティプロモーショ
ン課
シティプロモーショ
ン課

予約制によるマイナンバーカードの申請・交付などの効率的な受入体制
の強化
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№ 主な取組 所管課

1 保育業務支援システムの活用 こども保育課 7

2 デジタル教材の導入による学力向上推進 学校教育課 7

3 所蔵貴重資料のデジタルアーカイブ化 8

4 スマート農業の導入支援 農政課 8

5 デジタル観光案内等サービスの取組支援 情報戦略課 8

6 母子健康手帳等の電子化の拡充 健康増進課 9

7 ＩＣＴを活用したオンライン診療実証事業に対する支援及び普及促進 情報戦略課 9

8 情報戦略課 9

9 地域福祉課 9

10 聴覚障がい者等意思疎通支援システムの構築 障がい者支援課 10

11 メタバースによるオンライン相談室等構築・運営支援事業 障がい者支援課 10

12 環境価値の地域循環サービスの取組支援 情報戦略課 10

13 廃棄物収集車両運行管理システム 環境共生課 10

14 環境共生課 10

15 位置情報を活用したデジタル防災サービスの取組支援 情報戦略課 11

16 ＧＰＳ端末を搭載した除雪車両の運行管理の拡充 道路課 11

17 上下水道局総務課 11

18 情報戦略課 12

19 シティプロモーション課 13

20 企画調整課 13

21 ＳＮＳを活用した積極的な本市の魅力発信 シティプロモーション課 14

22 問い合わせ内容のデータ化による業務効率化 シティプロモーション課 15

23 デジタルガバメント推進に係る業務改革の促進 情報戦略課 16

24 多様な勤務形態に対応した環境整備 情報戦略課 17

25 情報戦略課 17

26 キャッシュレス決済の推進 情報戦略課 17

27 情報戦略課 17

28 文字起こしアプリケーションサービス 情報戦略課 17

29 情報機器を利用したきめ細かな受付業務の拡充 市民課 17

コンビニ交付、ゆびナビ等のサービスメニューの拡大 市民課 17

【観点F】　先端技術の活用

　ＡＩ・ＩｏＴ・ＲＰＡ等の先端技術や次世代通信技術を活用し、業務の省力化を図るなど、働き方改革に寄与
する業務の見直しや市民サービスの高度化を推進する。

掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

生涯学習
総合センター

健康情報の患者・医療従事者間の共有サービスや、オンラインによる健
康相談サービスの取組支援
生活保護ケースワークAI支援サービスWAISE

し尿くみ取り管理業務における利用者管理、くみ取り実績管理、手数料
の賦課・収納管理など事務処理を総合的に管理するシステムの移行。

AI文字起こし・編集システムの導入
会津若松プラス運用支援

ノンプログラミングビジネスアプリ作成クラウドサービスの導入による
業務改善を行う。
・移住相談に関する情報の一元化
⑴新庁舎総合案内等での生成ＡＩシステムの導入
⑵自動証明書交付機の導入
⑶窓口DXSaaSの導入
⑷新庁舎内サイネージ情報配信表示システムの導入
⑸新庁舎議場システムの導入

新庁舎におけるICT環境の整備

生成AIサービスの導入・運用
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№ 主な取組 所管課

1 先端的なデジタル技術を体感できるイベントや機会の創出 情報戦略課 7

2 デジタル教材の導入による学力向上推進 学校教育課 7

3 教育ＩＣＴ環境の整備 学校教育課 7

4 ＩＣＴ活用による学校と家庭のコミュニケーション強化 学校教育課 7

5 ＩＣＴ市民講座の開催 8

6 アナリティクス産業やＩＣＴ関連産業の集積 企業立地課 8

7 デジタル地域通貨「会津コイン」サービスの取組支援 情報戦略課 9

8 情報戦略課 9

9 ＩＣＴに慣れ親しむセミナーの開催 情報戦略課 12

10 企画調整課 12

11 情報戦略課 15

12 職員の情報セキュリティの意識の向上 情報戦略課 15

13 情報化に特化した職員の拡充 情報戦略課 15

14 文書管理・電子決裁システムの適用拡充 情報戦略課 16

15 マイナンバーカードを活用したサービスの拡充 情報戦略課 16

16 ＧＩＳの利活用範囲の拡大 市民課 17

№ 主な取組 所管課

1 埋蔵文化財包蔵地の範囲をインターネット上で公開する。 文化・スポーツ課 8

2 農林課 8

3 デジタル観光案内等サービスの取組支援 情報戦略課 8

4 デジタル地域通貨「会津コイン」サービスの取組支援 情報戦略課 9

5 母子健康手帳等の電子化の拡充 健康増進課 9

6 情報戦略課 9

7 廃棄物収集車両運行管理システム 環境共生課 10

8 環境共生課 10

9 位置情報を活用したデジタル防災サービスの取組支援 情報戦略課 11

10ＧＰＳ端末を搭載した除雪車両の運行管理の拡充 道路課 11

11 シティプロモーション課 13

12 問い合わせ内容のデータ化による業務効率化 シティプロモーション課 15

13 情報戦略課 15

【観点G】　デジタル人材の育成

　情報機器や情報サービス、システムの適切な利用方法・運用管理等に関する知識や、重要な情報資産を
守るための情報セキュリティ対策に係る知識などを学ぶ機会を創出するほか、地域におけるICT教育やプ
ログラミング教育を推進・支援することで、情報化に資する人材を育成する。

掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

生涯学習
総合センター

健康情報の患者・医療従事者間の共有サービスや、オンラインによる健
康相談サービスの取組支援

市が公開するオープンデータ等の拡充及び、産学官民の連携体制によ
る利活用促進
ICTに関する業務継続計画の運用管理

【観点H】　データの分析・利活用

　様々な主体（国、他自治体、市民、事業者等）が公開するデータや、非識別加工情報などのデータを分析・
利活用することで、社会情勢や市民ニーズを的確にとらえた政策立案や市民サービスの利便性向上に活
用する。 

掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

鳥獣害対策ソリューション(獣マップ)の導入

健康情報の患者・医療従事者間の共有サービスや、オンラインによる健
康相談サービスの取組支援

し尿くみ取り管理業務における利用者管理、くみ取り実績管理、手数料
の賦課・収納管理など事務処理を総合的に管理するシステムの移行。

ノンプログラミングビジネスアプリ作成クラウドサービスの導入による
業務改善を行う。
・移住相談に関する情報の一元化

GISを活用した市民からの情報収集
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№ 主な取組 所管課

1 デジタル観光案内等サービスの取組支援 情報戦略課 8

2 情報戦略課 9

3聴覚障がい者等意思疎通支援システムの構築 障がい者支援課 10

4 メタバースによるオンライン相談室等構築・運営支援事業 障がい者支援課 10

5 位置情報を活用したデジタル防災サービスの取組支援 情報戦略課 11

6 公共連絡網システム「あいべあ」を活用した情報発信 情報戦略課 12

7 ローカル地図情報アプリ「ペコミン」の普及 情報戦略課 12

8 情報戦略課 12

9 市外在住者の方へ向けた情報発信の拡充 シティプロモーション課 13

10ＳＮＳを活用した積極的な本市の魅力発信 シティプロモーション課 14

11 問い合わせ内容のデータ化による業務効率化 シティプロモーション課 15

【観点I】　インタラクティブ・コミュニケーション

　ＳＮＳ等のコミュニケーションツールの利活用を促進することで、行政と市民のインタラクティブ（双方向・
対話的）なコミュニケーションの活発化や、地域の情報発信力の強化を図り、地域の課題解決や地域活性
化につなげる。

掲載
ﾍﾟｰｼﾞ

健康情報の患者・医療従事者間の共有サービスや、オンラインによる健
康相談サービスの取組支援

会津若松プラス運用支援
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２　取組の詳細

政策分野１　子ども・子育て

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

1 保育業務支援システムの活用 こども保育課 F

3 デジタル未来アート事業 情報戦略課 G

4 児童虐待防止対策事業 こども家庭課 A

政策分野２　学校教育

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

1 学校教育課

政策分野３　教育環境

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

2 教育ＩＣＴ環境推進事業 教育ＩＣＴ環境の整備 学校教育課

2 学校教育課

　令和７年度に実施する７２の取組の詳細は以下のとおりです。
　会津若松市第７次総合計画における42の政策分野ごとに分類し記載してい
ます。

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

保育所等におけるICT化推
進等事業

　保育士等の業務負担軽減を図るた
め、保育の周辺業務や補助業務（保育
に関する計画・記録や保護者との連
絡、子どもの登降園管理等の業務）に
係るICT等を活用した業務支援システム
を利用する。

　令和５年１月に、公立保育所及び公立幼稚園に
おいて保育業務支援システムを導入、運用を開始
した。
　令和７年度以降もシステムを活用をすることに
より、保育士等の負担軽減を図っていく。

先端的なデジタル技術を体感でき
るイベントや機会の創出

　会津大学や地元ICT企業等との連携の
もと、楽しみながらデジタル技術を学
ぶことができる体験イベント等を実施
することで、子どもの遊び場と学びの
場を創出するとともに地元ICT企業等の
技術力向上やしごとづくりを図る。

　体験型イベント「デジタル未来アート展」、プ
ログラミング及びプログラミングコンテストを実
施。また、地元ICT企業等が開発した「デジタル未
来アート展」のコンテンツが首都圏等のイベント
で活用されるなど、地元企業等の技術力向上やし
ごとづくりにもつながっている。
　今後は、財源確保や事業実施主体の整備に特に
留意しながら取組継続に向けた手法を整理してい
く。

家庭児童相談システム(旧:要保護
児童管理システム）の活用

　要保護児童等の情報管理の一元管理
と個人情報の安全性の確保のため当該
システムを導入し、適切な相談管理と
迅速な支援体制の構築と事務の効率化
を図る。

（令和7年度追加掲載事業）

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

あいづっこ学力向上推進
事業

デジタル教材の導入による学力向
上推進

F、G

　近年の急速な情報化の進展を見据
え、電子黒板機能付きプロジェクター
等を導入してきたものであり、今後も
ＩＣＴ機器を活用した教育の推進に努
めていく。

　指導者用・学習者用デジタル教科書やデジタル
ドリルなどのデジタル教材の活用を進め、主体
的・対話的で深い学び、個別最適化された効果的
な学びの充実を図った。
　小学校及び義務教育学校前期課程においては、
令和６年度からの教科書改訂に合わせ、全ての教
科の指導者用デジタル教科書を整備した。
　また、各学校の教育ＩＣＴ推進リーダーの先生
方を中心とする定期的な会議や研修を行いなが
ら、情報共有と教員のＩＣＴ活用指導力の向上を
図るとともに、実践事例集やＰＣモラル・スキル
の系統表などの作成・更新を行ってきた。
　今後、こうした情報を教員間で共有しながら、
児童生徒の情報リテラシーなどの情報活用能力の
育成やＩＣＴを活用した学力向上、教員のＩＣＴ
活用指導力の向上などに取り組んでいく。

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

A、G

　児童生徒がパソコンを活用した授業
を受けられるようにするための環境整
備及び教職員がパソコンを活用した効
率的な校務処理を可能とするための環
境整備を行う。

　ＧＩＧＡスクール構想に基づく１人１台学習用
タブレット端末については、令和3年5月末までに
整備が完了したところであるが、多くのタブレッ
ト端末が学校のインターネット回線に接続された
ことで、通信が遅くなってしまったため、令和４
年９月までに回線の追加・増強を図り、支障なく
利用できる環境を整備した。

　こうした教育ＩＣＴ環境を最大限に活用し、子
どもたちの情報活用能力の向上や教員の指導力の
向上に努めていくものであり、令和６年度は、
「市教育ＩＣＴ推進プラン」に基づく取組とし
て、学校の校務事務を集約して管理する「統合型
校務支援システム」を導入していく。

　また、学校からのICTに関する相談や機器トラブ
ルへの対応、授業支援、教員向けの各種研修の実
施などにより、学校におけるＩＣＴ活用を支援し
ていく。
　さらには、機器等の保守管理、定期的な入れ替
えなどの更新を行っていくことでICTを活用できる
環境を維持していく。

地域とつながる教育支援
事業

ＩＣＴ活用による学校と家庭のコ
ミュニケーション強化

E、G

　本事業をとおして、教育現場におけ
るデジタルコンテンツの普及推進に取
り組むとともに、学校から家庭に情報
を提供することによって学校と家庭の
コミュニケーションの強化を図る。

　学校のホームぺージとなる「あいづっこWeb」や
スマホアプリ「あいづっこ＋」を通じて、学校で
の活動の様子や保護者向けのお便りなどの「連
絡」をデジタルで配信することで、保護者等への
積極的な情報提供と利便性の向上を図った。

　今後も必要に応じてシステム等の機能を改善し
ながら、利便性を向上させていくとともに、「あ
いづっこ＋」の登録者や「あいづっこWeb」の閲覧
者を増やしていくことで、学校と家庭、ひいては
地域とのコミュニケーションの強化を図ってい
く。
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政策分野５　生涯学習

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

1 生涯学習推進事業 ＩＣＴ市民講座の開催

2 生涯学習情報提供事業

政策分野７　歴史・文化

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

3 埋蔵文化財管理事業 文化・スポーツ課 A,C,H

政策分野１０　食料・農業・農村

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

2 スマート農業推進事業 スマート農業の導入支援 農政課 F

4 鳥獣被害対策事業 農林課 B,C,H

政策分野１３　企業立地・産業創出

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

2 ＩＣＴ産業集積促進事業 企業立地課 G

政策分野１５　観光

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

2 情報戦略課

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

生涯学習
総合センター

E、G

　生涯学習総合センターでの市民講座
を開催し、親子や一般の方を対象に情
報社会において、様々な場面で活用で
きるスキルを学ぶ機会を創出する。

　小学４～６年生の児童と保護者を対象に、プロ
グラミング技術の習得や、インターネットのより
よい利用の仕方といった情報リテラシーの向上を
目指す講座を開催している。
　また、一般の方々を対象に、SNS「インスタグラ
ム」の利用の仕方を学び、情報の発信・収集や交
流の機会を増やすことを目的とした講座を開催し
ている。
　今後も、市民講座の開催を通して、ＩＣＴにつ
いての学びを支援していく。     

所蔵貴重資料のデジタルアーカイ
ブ化

生涯学習
総合センター

A、B、E、F

　利用者の利便性の向上と原資料の保
存のために、会津図書館で所蔵する貴
重資料をデジタル化・テキスト化し、
インターネット公開する。

　公益財団法人図書館振興財団の助成を受けて、
令和３年度よりデジタルアーカイブの公開を開始
した。令和6年度は、古文書・冊子（2点）と地
図・絵図（10点）をデジタル化し、追加公開す
る。
　また、令和4年11月から「みんなで翻刻」プロ
ジェクトに参加し、会津藩士の系譜『諸士系譜』
の翻刻を行っている。
　今後もコンテンツの充実を図っていく。

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

埋蔵文化財包蔵地の範囲をインタ
ーネット上で公開する。

　会津若松市内に所在する埋蔵文化財
包蔵地の範囲を会津若松市公開用GISで
公開する。

（令和7年度追加掲載事業）

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

　本市農業の振興を図るため、スマー
ト農業の導入により、農業経営の改善
に取り組む農業者に対して、スマート
農業機器の導入費用の一部を助成す
る。

　令和５年度まで実施していたスマートアグリ導
入支援事業及び実証事業において、養液土耕栽培
システム・水田の水管理システム・栽培支援ド
ローンの３機種について、有効性を検証した結
果、省力化等に効果があることが確認された。
　令和６年度においては、検証結果を踏まえて、
補助対象機器等を拡大し、農業用ドローンや直進
アシスト田植え機等の導入を支援してきた。令和
７年度においても補助事業を継続し、農業の幅広
い分野におけるスマート化を推進していく。

鳥獣害対策ソリューション(獣マ
ップ)の導入

　地図上に鳥獣の出没情報を登録し、
出没傾向を可視化することで、鳥獣の
出没動線が把握できることから、捕獲
等への活用や出没傾向の分析を図る。

（令和7年度追加掲載事業）

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

アナリティクス産業やＩＣＴ関連
産業の集積

　今後とも成長が期待されるICT関連企
業の集積により、新たな人の流れと雇
用の場の創出、若年層の地元定着促進
による地域活力の維持向上を図る。

・平成31年度に開所したスマートシティAiCTへの
企業誘致の結果、令和３年８月末には、一時満室
となるなど、首都圏の大手企業やベンチャー企
業、地元企業などICT関連企業の集積が進んでい
る。
・更なるICT関連産業の集積を図るため、本市への
機能移転を検討する企業に対し、本市での事業を
体験できる環境を提供する施設として、サテライ
トオフィスを設置している。
・ICT関連企業の集積が図られつつあることから、
誘致企業の地元定着や新規雇用に係る支援のほ
か、誘致企業と地元企業の連携による様々な地域
課題解決に向けた技術革新の拠点化への取り組み
を支援していく必要がある。
・スマートシティAiCTやサテライトオフィスを核
としながら、県補助事業等を活用し、市内民間オ
フィスへの誘致に取り組むことで、ICT関連産業の
さらなる集積に努めていく。

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

スマートシティ会津若松
推進事業（観光分野）

デジタル観光案内等サービスの取
組支援

A、B、C、D、
F、H、I

　近年、視察者が多く訪れる「スマー
トシティ会津若松」を産業観光のコン
テンツと捉え、視察窓口の調整や宿
泊・観光情報を一体的に提供する体制
の構築とデジタルツールの提供を支援
する。

　令和４年度にデジタル田園都市国家構想推進交
付金を活用した支援により、AiCTコンソーシアム
において、「スマートシティ会津若松」の視察受
入れの一元的な対応体制を構築するともに、視察
客を中心に市民や来訪者が利用できる、飲食や観
光情報を提供するデジタルサービスを開始し、運
用を継続。
　今後も、産業観光のコンテンツと捉え、デジタ
ル観光案内サービス「Visitory」の利用者拡大
や、ワーケーションの推進につなげていくととも
に、AiCTコンソーシアムが取り組む持続可能な観
光都市を目指した研究などの取組を支援する。
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政策分野１６　中心市街地・商業地域

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

1 情報戦略課

政策分野１７　健康・医療

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

1 健康情報活用推進事業 母子健康手帳等の電子化の拡充 健康増進課

3 オンライン診療推進事業 情報戦略課

3 情報戦略課

政策分野１８　地域福祉

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

1 「福祉まっぷ」更新事業 地域福祉課

2 セーフティネット事業 地域福祉課 F

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

スマートシティ会津若松
推進事業（決済分野）

デジタル地域通貨「会津コイン」
サービスの取組支援

A、E、G、H

　地域内経済循環とデータ活用による
付加価値創出を目指し、既存のキャッ
シュレス決済とは異なる、地域側で運
用・活用が可能な新しいデジタル地域
通貨サービスの構築や運用を支援す
る。

　令和４年度にデジタル田園都市国家構想推進交
付金を活用した支援により、AiCTコンソーシアム
において、デジタル地域通貨「会津コイン」の提
供を開始し、「会津コイン」を活用した商店街連
合会のクーポン事業や市の出産・子育て応援給
付、地域経済活性化のためのプレミアムポイント
事業、デジタル交通チケットの支払い等を実施し
てきた。
　今後、「会津コイン」を活用した事業実施によ
り、拡大・展開を図っていくとともに、データに
よって得られる地域内での経済循環や効果につい
て定量的に把握することで、施策の検証や今後の
効果的な事業展開に繋げていく。

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

A、E、F、H

　乳幼児健診や予防接種の記録等の
パーソナルデータを電子化し、利便性
の高いスマートフォンアプリにより閲
覧を可能としたほか、子どもの年齢等
に即した子育て支援に関する情報提供
を図る。

　母子健康情報サービスについて、都市ＯＳとの
連携でマイナンバーカードでの本人認証及び利用
登録が可能になったことにより、窓口来庁を不要
とし、サービス利用登録時の負担軽減を図った。

ＩＣＴを活用したオンライン診療
実証事業に対する支援及び普及促
進

A、F

　医師会や総合病院をはじめとした各
医療機関と連携し、ＩＣＴを活用した
オンライン診療の普及や推進を支援し
ていくことで、受診者や医師の負担軽
減を図り、地域医療サービスの向上を
図る。

　オンライン診療の普及・推進のため、令和元年
度に「オンライン診療推進事業補助金の交付等に
関する要綱」を制定し、会津オンライン診療研究
会への補助金を交付することで、神経変性疾患を
主としたオンライン診療を進めてきた。
　今後は診療科目や連携医療機関の拡大を図りつ
つ、適正な受益者負担を求めながら事業を進めて
いく。

スマートシティ会津若松
推進事業（ヘルスケア分
野）

健康情報の患者・医療従事者間の
共有サービスや、オンラインによ
る健康相談サービスの取組支援

A、B、F、G、
H、I

　患者のオプトインに基づき、医療機
関等の医療情報と、血圧計などのIoT機
器から得られる日々の健康情報を、
データ連携基盤を通してPHR（パーソナ
ル ヘルス レコード）情報に集約・統
合し、患者と医療従事者間で情報を共
有するとともに、高血圧症の方へのオ
ンライン診療をはじめとして、地元医
療機関等と連携しながらオンラインに
よる健康相談や服薬指導等の取組を支
援する。

　令和４年度において、デジタル田園都市国家構
想推進交付金の活用により一般社団法人AiCTコン
ソーシアムに補助金を交付し、民間企業自らが運
営するデジタルサービスとして既に実装されてい
る。また、高血圧に関するオンライン診療サービ
スなどの体験会・意見交換会といったリビングラ
ボを開催し、市民や地域への普及を支援してき
た。
　今後は、セルフケアを含めた医療全体の質の向
上を目指してサービスの地域へのさらなる普及を
図るため、連携する地元医療機関や利用者数の増
加に向けて、サービス提供企業が実施するリビン
グラボの開催や「スマートシティ会津若松共創会
議」などを活用した地元のステークホルダー等と
の調整を支援していく。

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

バリアフリー対応施設等データの
利活用

A、C、D

　「LoGoフォーム」を活用して、市内
の施設や店舗等のバリアフリー情報を
収集し、福祉まっぷアプリにて当該情
報を公開する。また、施設等の新設ま
たは移転、バリアフリー情報の変更等
があった場合に、情報を更新する。
　収集したバリアフリー情報をDATA 
for CITIZENのサイト上で提供する。

　令和６年度についてはシステムの更新を実施し
た。
　今後は市内施設のバリアフリー情報の収集・更
新を実施していく。

生活保護ケースワークAI支援サー
ビスWAISE

　生活保護に関する質問を入力する
と、法令、国の通知、問答集などの
データからＡＩにより最適な回答案が
得られるサービス。
　サービスを利用することにより、業
務の効率化等を図る。

（令和7年度追加掲載事業）
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政策分野２０　障がい者福祉

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

2 意思疎通支援事業 障がい者支援課 Ｅ、Ｆ、Ｉ

2 障がい者支援課 A

2 障がい者支援課 F,I

政策分野２２　低炭素・循環型社会

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

1 情報戦略課

3 廃棄物収集運搬処理事業 廃棄物収集車両運行管理システム 環境共生課

3 し尿くみ取り事業 環境共生課 A,B,F,H

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

聴覚障がい者等意思疎通支援シス
テムの構築

　聴覚障がい者等と意思疎通を円滑に
進めるため、障がい者支援課にタブ
レット端末を設置。手話を主たるコ
ミュニケーション手段とする聴覚障が
い者等に対しては、日常生活用具支給
事業においてタブレット端末を給付す
ることにより、聴覚障がい者と意思疎
通をより円滑にし、主体的な社会参加
の促進を図り、併せて手話通訳に携わ
る職員の負担軽減と業務の効率化を目
的とする。また、国の公共インフラと
してスタートした「電話リレーサービ
ス」（ヨメテルを含む）について、利
用促進を図るため、聴覚障がい者の登
録支援を積極的に行っている。

　タブレットを使って直接聴覚障がいのある市民
との連絡に使用することだけでなく、医療場面に
おける遠隔手話通訳としての使用が少しずつ増え
てきた。引き続き、タブレットの積極的な活用を
図り、聴覚障がい者の来庁手続き及び相談の利便
性向上及び手話通訳のできる職員の負担軽減を図
る。
　引き続きヨメテルを含む電話リレーサービスへ
の利用登録を促していく。

障害者自立支援給付支払
事務委託

障害福祉業務総合支援ソフトの導
入による業務改善を行う。

①資格データの送信前のエラーチ
ェックによる事務処理時間の短縮
。

②給付データのシステムチェック
による給付の適正化

　障がい福祉サービスについては、市
で資格管理を行い、民間の事業所が
サービス提供を行っており、国民健康
保険団体連合会（以下、国保連とす
る。）へ給付データの審査、支払い事
務を委託している。それに伴い、市と
国保連で審査、修正に係るデータの送
受信を行っている。

①これまで、市から国保連へ送信する
データについて、エラーがあれば国保
連から通知が市に届き、その都度デー
タ修正を行っていたが、通知が届くま
でに時間を要していた。
　今回、システム導入によりデータを
送信する前にエラーチェックが可能と
なることで、データ送受信にかかる時
間の短縮を図ることができる。

②これまで、国保連の審査で判断が難
しい内容について市で人的チェックを
行っていた。
　今回、システムの導入により、これ
までの審査に加えて、新たな審査項目
がシステムとして追加されることによ
り、障がい福祉サービス給付の適正化
を図ることができる。

　市から送信するデータについて、送信前にエ
ラーチェックを行い修正することで、エラー内容
の精査・修正に係る時間の短縮を行った。また、
人力で行っていた審査事務に加えて、新たな審査
項目を機械的にチェックすることで、給付の適正
化を行う。
　今後の取組について、上記エラーチェックを継
続する。また、障害福祉業務総合支援ソフトに登
録されている集計システムにより、予算等の資料
作成の利便性を向上を図っていく。

障がい者相談支援体制の
充実

メタバースによるオンライン相談
室等構築・運営支援事業

　メタバースを活用したオンラインサ
ロンを開設し、自宅等で引きこもり状
態となっている方が、同じ境遇の方や
支援者とゲーム感覚でゆるやかに交流
することを通じ、医療やサービス、就
学、就労など、社会参加につながる
きっかけとする。

（令和7年度追加掲載事業）

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

スマートシティ会津若松
推進事業（エネルギー分
野）

環境価値の地域循環サービスの取
組支援

A、F

　住宅に設置された太陽光発電システ
ムにより発電された電力の自家消費分
を、デジタルツールを活用し、Ｊクレ
ジットとして価値化。これを集約し
て、市内の事業者に販売することで、
再生可能エネルギーの地産地消を促進
させ、ゼロカーボンシティ会津若松の
実現を目指す取組を支援する。

　令和５年度にデジタル田園都市国家構想交付金
を活用した支援により、AiCTコンソーシアム構成
企業において、環境価値の地域循環サービスの提
供が開始された。
　今後ともサービスを継続しつつ、参加者を増や
していくことで、事業の持続性を高めていく。

A、B、F、H

　市及び家庭ごみ収集運搬委託業者
が、廃棄物収集車両運行管理システム
を導入することで、家庭ごみ収集状
況、不適切排出、廃棄物収集量等をデ
ジタル化し、①市民サービスの向上、
②業務効率化、③業務プロセス改善を
図る。

令和６年度からシステムを導入したことにより、
家庭ごみの収集状況や不適切排出を即時に確認で
き、市民対応の時間短縮が図られた。また、作業
日報や報告書が電子化されたことにより紙の節減
と保管文書の削減ができた。今後はシステムを導
入していない２社に対して導入を求め、さらなる
業務効率化を図る。

し尿くみ取り管理業務における利
用者管理、くみ取り実績管理、手
数料の賦課・収納管理など事務処
理を総合的に管理するシステムの
移行。

　現在使用しているし尿くみ取り管理
システムについて、OSのWindows11対応
及び、基幹業務標準化対応のため、新
しいし尿くみ取り管理システムの導入
を行う必要があり、システム構築まで
に期間を要することから、12月補正に
て、し尿くみ取り管理システム導入等
業務委託について債務負担行為を実施
し、導入業者選定を実施した。

（令和7年度追加掲載事業）
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政策分野２６　地域防災

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

1 防災対策事業 危機管理課 Ｂ

1 個別避難計画作成事業 高齢福祉課 Ａ、Ｃ

1 情報戦略課

政策分野２７　治水

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

1 電動水門遠隔制御システムの更新 道路課 A

政策分野２８　雪対策

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

1 除雪対策事業 道路課

政策分野３０　道路

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

2 道路管理事務事業 開発管理課 C

政策分野３２　上下水道

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

- ー 上下水道局総務課 F

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

ICTを活用した災害時の情報発信

　災害発生時等において、Jアラートか
らの自動連携での情報発信及び手動で
の情報発信時、市で現在使用している
複数の情報伝達手段と連携し、迅速な
情報発信を図る。

　システムについては、あいべあ、緊急速報メー
ル（docomo、au、Softbank、楽天モバイル）、Ｘ
（旧Twitter）、Yahoo!防災速報アプリ、エフエム
会津、災害時電話発信サービスと連携を行い、迅
速な情報発信を行っている。
　今後もシステムを活用しながら、情報発信を
図っていく。

避難行動要支援者システムの導入
・個別避難計画の作成

　平常時・緊急時の切れ目ない支援体
制に向けた、要支援者等の実態把握と
多様な支援を迅速・効率的に連携させ
るためのICTを活用した仕組みづくり
（システムの導入）を行う。

　令和４年度に避難行動要支援者システムを導入
し、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画を管
理する体制を整えた。
　危機管理部門と連携しながら健康福祉部で主体
的にシステムを運用し、庁内での情報共有と効率
化を進めるとともに、個別避難計画の作成を推進
する。

スマートシティ会津若松
推進事業（防災分野）

位置情報を活用したデジタル防災
サービスの取組支援

A、B、C、E、
F、H、I

　位置情報を活用した安否確認や避難
ルート案内など、一人ひとりの状況に
合わせた防災・避難支援等に資するデ
ジタル防災サービスの取組を支援す
る。

　令和４年度にデジタル田園都市国家構想推進交
付金を活用した支援により、AiCTコンソーシアム
において、デジタル防災サービスの提供が開始さ
れた。
　本市におけるデジタル防災サービスの取組を踏
まえ、県において広域的な防災アプリサービスの
提供が始まったところであり、市民がデジタルを
活用した防災に取り組む環境が整えられている一
方で、アプリやサービスの利用は少ないことか
ら、周知・広報や防災意識向上など利用の土台と
なる取組を行うとともに、AiCTコンソーシアムが
提供するデジタル防災サービスと県が提供する防
災アプリの連携や役割の棲み分けを図ることで、
より効果的な防災のツールとなるよう調整を進め
ていく。

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

溢水対策事業（水路改修
事業）

　水路水量の増減により自動的に水門
を開閉するとともに、降雨が予想され
る場合の迅速な対応を図るために、水
門の開閉を任意に行える遠隔で制御可
能なシステムの整備を行う。

　近年発生しているゲリラ豪雨等の降雨時におけ
る市街地への雨水流入を迅速に抑制するため、現
行の電動水門遠隔制御システムの稼働により、治
水安全の向上を図った。
　業務委託及び請負工事により、安定した稼働環
境の整備を進めていく。

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

ＧＰＳ端末を搭載した除雪車両の
運行管理の拡充

B、C、D、F、H

　除雪車の位置情報の把握や除雪日報
の自動作成、日常的な除雪予算の管理
により、効率的で経済的な除雪体制の
構築を行う。

　全除雪路線情報システムの更新、全除雪車にGPS
機器を搭載し、ホームページなどにより除雪車稼
働情報の市民公開を実施し、市民サービスの向上
を図った。
　今後も全除雪車両にGPS端末を搭載し、除雪稼働
状況の把握、帳票の出力などシステムの継続運用
を行う。

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

道路台帳管理システムの更新及び
機能拡張

　令和４年度から道路台帳管理システ
ムの運用を開始し、これまで紙で管理
してきた道路台帳の電子化を行い、庁
内において道路台帳データの情報共有
を行えるようにした。更に電子化を進
め情報公開や業務の改善を図る。
　

・毎年、新規に認定、廃止、変更となる市道等に
ついて測量委託を行い、システムに反映させてい
る。
・また、官民境界立会にかかる過去分のデータに
ついて、職員による追加を行い、情報の充実化等
を図った
・今後は、所属ごとに管理している各種地理情報
について、道路台帳管理システムをベースとした
一元管理や、市ホームページでの公開を見据えた
実施計画の策定業務を進めながら、さらなる情報
の充実化等を図っていく。

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

AI文字起こし・編集システムの導
入

　AIエンジンによる文字起こし機能
と、生成AIによる文章編集機能を連携
して使用できるシステムを導入し、議
事録作成等の事務作業の効率化を図
る。

・専用レコーダー付きのAI文字起こし・生成AIに
よる議事録作成を提供するサービス「ログミー
ツ」を導入した
・上下水道局内の打ち合わせ等で活用し、議事録
や報告書等の作成や会議記録（音声・文字情報）
の管理事務の効率化を行った。
・今後も引き続き活用し、事務の効率化を進め
る。
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政策分野３５　情報通信技術

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

1 地域情報化推進事業 情報戦略課

1 地域情報化推進事業 情報戦略課

1 地域情報化推進事業 情報戦略課 Ｅ、Ｇ

2 情報戦略課

2 データ利活用推進事業 企画調整課 Ｄ、Ｇ

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

公共連絡網システム「あいべあ」
を活用した情報発信

E、I

　大規模災害等においても有効な連絡
手段を確保するとともに、日常生活で
の地域ＩＣＴの利活用を促進するた
め、市民が手軽に活用できるインター
ネット公共連絡網システム「あいべ
あ」を運用している。

　防災情報メール等の市からの情報配信や利用者
同士のコミュニケーション機能を提供するサービ
スとして、システムの運用管理し、SNS機能を強化
するなど機能改善を行っている。
　今後も、出前講座の開催、市内の小中学校等で
の連絡網作成、運用のサポート等を行い利活用の
拡大を図る。

ローカル地図情報アプリ「ペコミ
ン」の普及

C、I

　平成28年度に「県ＩＣＴまちづくり
推進事業」により開発したスマート
フォンアプリ「ペコミン」は、周辺地
図との連動による防災・減災の情報配
信や健康増進、地域の交流促進等の機
能を有するアプリであり、アプリの活
用推進を図る。

　ローカルアプリで発信できる情報をオープン
データ活用基盤「DATA for CITIZEN」などと連携
している。
　利用者のニーズとマッチするよう、今後の在り
方について検討を行っていく。

ＩＣＴに慣れ親しむセミナーの開
催

　市民のＩＣＴリテラシー（活用する
能力）向上のため、スマートフォンの
初心者向けセミナー等を開催し、受講
者がＩＣＴを身近に感じ興味関心を抱
いてもらうきっかけとする。

　初心者向けのスマートフォン教室を開催してお
り、市民のニーズに合わせて規模を拡大しながら
実施している。令和４年度に開始したデジタルに
関する個別相談会は、令和６年度も多くの方に参
加いただいた。
　今後も、市民のニーズに合った企画を行い、安
心して参加できるセミナーの運営を継続し、ＩＣ
Ｔへの関心、利用技術の向上の機会を創出する。

スマートシティ会津若松
推進事業（複数分野のデ
ータ連携による共助型ス
マートシティ推進事業）

会津若松プラス運用支援
A、B、E、F、I

　官民によるデジタルサービスを連携
させる基盤となる「会津若松＋（プラ
ス）」が、安定的かつ効果的な運用と
なるよう支援する。
また、デジタル田園都市国家構想交付
金デジタル実装タイプ実施計画に基づ
き実施するデータ連携基盤の改修や民
間サービスの実装等を支援する。

　平成27年度より、「会津若松＋」において、地
域情報ポータルサイトとして情報発信するととも
に、様々なサービスを連携させるデータ連携基盤
として「除雪車ナビ」などの市民の利便性向上に
資するサービスの提供に取り組んできた。
　令和４年度には、会津大学、一般社団法人AiCT
コンソーシアムと「スマートシティ会津若松の推
進に関する基本協定」を締結し、産学官連携の推
進体制の強化を図るとともに、令和４・５年度に
おいては、デジタル田園都市国家構想交付金を活
用し、基本協定に基づきAiCTコンソーシアムを実
施主体とした、データ連携基盤の改修や拡張、
食・農業や行政など市民生活にかかわる多くの分
野でのサービス実装や連携の取組を支援すること
で、魅力的なしごとづくりや市民生活の利便性向
上に取り組んできた。また、本市の取組が横展開
され、令和５年度末より福島県が主体となった
データ連携基盤の提供及び市町村との共同利用の
取組が始まっている。
　これまでの取組により、本市においては多くの
デジタルサービスが提供され利便性が高まってい
る分野や取組が着実に増えている。一方で、認知
や利用が充分に拡大していないサービスも存在し
ていることから、多くの市民が「スマートシティ
会津若松」を日常的に実感出来るよう、普及促進
に向けた取組を継続する必要がある。このような
課題認識のもと、令和６年度においては、デジタ
ル田園都市国家構想交付金を活用し、一般社団法
人AiCTコンソーシアムが中心となり取り組む、既
存のデジタルサービスの使い込みや利用拡大に繋
がる取組を支援するとともに、市民理解や地域連
携を促進する取組を継続して取り組んでいく。ま
た、令和６年１月に国が示したデータ連携基盤は
都道府県に一つとするという共同利用の方針も踏
まえ、持続的なデータ連携基盤及び各種サービス
の展開に向けて、県との連携や共同利用について
検討を進めていく。

市が公開するオープンデータ等の
拡充及び、産学官民の連携体制に
よる利活用促進

　市のオープンデータ利活用基盤
「DATA for CITIZEN」上のオープン
データの拡充を行うとともに、民間企
業や学術機関、各種行政機関など多様
な主体と連携したイベントや実証など
を通じて、オープンデータを利用した
アプリ・サービスの創出や分析などの
活用事例を創出する。

　庁内各所属によるデータ公開・更新等により、
オープンデータのデータセットの掲載数を毎年増
やせているので、今後も継続して行っていく。
　また、民間企業や学術機関、各種行政機関等と
連携した実証等に参加することで、オープンデー
タを活用したアプリや分析などの活用事例の創出
につなげていく。
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政策分野３６　地域自治・コミュニティ

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

3 市民協働課 Ｅ

政策分野３７　交流・移住

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

2

2 B,F,H

政策分野３９　まちの拠点

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

2 庁舎整備事業 企画調整課 A,B,F

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

ＩＣＴを活用した中山間
地域づくり事業

家庭用テレビ等の多様な情報伝達
手段の拡充

　「中山間地域生活支援システム」を
運用し、中山間エリアの地域情報プ
ラットフォームとして活用を図る。

「中山間地域生活支援システム」を継続して運用
し、湊地区において、令和７年１月末時点で75世
帯が新端末を導入、248名がスマートフォンアプリ
ケーション利用。また、大戸地区へも横展開し、
13地区の集会所に設置し、スマートフォンアプリ
ケーションは、令和７年１月末時点で210名が利
用。

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

会津若松市定住・二地域
居住推進協議会事業

市外在住者の方へ向けた情報発信
の拡充

シティプロモーシ
ョン課

E、I

　定住・二地域居住の推進に向け、地
方での暮らしに関心のある方へ、本市
の魅力を伝え、生活をイメージできる
よう情報提供を行う。

ホームページ及びSNSにより、イベント情報や生活
情報の発信を行った。 令和6年度、より効果的に
情報発信することが出来るよう、業務委託により
ホームページのリニューアルを行った。（令和7年
4月から公開）定住・二地域居住推進協議会ホーム
ページアクセス数…78,158件（令和６年12月末時
点）

定住・二地域居住推進協
議会事業

ノンプログラミングビジネスアプ
リ作成クラウドサービスの導入に
よる業務改善を行う。

・移住相談に関する情報の一元化

シティプロモーシ
ョン課

　移住相談については、数か月から数
年単位で相談が継続するため、移住相
談に関する情報を一元管理し、担当者
が代わった場合でも情報共有を効率的
に行うことにより、相談者のニーズに
合わせたきめ細やかな対応を実現する
とともに、効率的なデータ分析によ
り、データに基づいた施策の立案につ
なげていく。

　一元化したい情報：移住相談表、移
住実践者名簿、申請状況管理

（令和7年度追加掲載事業）

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

⑴新庁舎総合案内等での生成ＡＩ
システムの導入

⑵自動証明書交付機の導入

⑶窓口DXSaaSの導入

⑷新庁舎内サイネージ情報配信表
示システムの導入

⑸新庁舎議場システムの導入

⑴生成ＡＩによる自動応対機器・シス
テムを導入し、人手不足の解消や多言
語対応など業務効率化を図る。

⑵住民票・印鑑登録証明書等の各種証
明書をプリントする機器・システムを
導入し、庁舎窓口混雑の緩和と住民
サービス満足度の向上を図る。

⑶新庁舎において、来庁者の庁内申請
のデジタル化（書かない窓口）を実現
し、来庁者の負担、職員の業務負荷の
減少を図る。

⑷庁舎内のサイネージに市政情報や観
光情報などを効果的・効率的に表示を
行う。

⑸議会運営に必要な会議設備を設置・
一元管理し、簡単に操作でき、かつ運
営の省力化を図る。

（令和7年度追加掲載事業）
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政策分野４１　行政運営（１）

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

1 広報発刊費、広報活動費

1 広報活動費

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

すべての人が必要な情報を取得で
きる仕組みづくり

シティプロモーシ
ョン課

A、E

　障がいの有無などに関係なく、すべ
ての市民が必要な市政情報を取得でき
るようにするため、市ホームページの
アクセシビリティ対応を進めるととも
に、サイト構成などの見直しにより検
索性の向上を図る。
　また、外国籍の人など日本語が分か
らない市民にも必要な情報が伝わるよ
う、多言語による情報提供の仕組みづ
くりを進める。

【主な取り組み】
ホームページとCMS（コンテンツマネジメントシス
テム）で全ページに対して、機械的に外国語（英
語、中国語（繁体・簡体）韓国語、タイ語）へ変
換する機能を実装し、ウェブアクセシビリティへ
の対応を図った。
　また、PDFファイルの情報については、スマート
フォンアプリ「カタログポケット」による配信を
行うことで、障がいの有無などに関係なく、すべ
ての市民が必要な市政情報を取得できるよう、情
報提供の仕組みづくりを進めた。
　市公式ホームページにWEBフォントを導入するこ
とで、どの端末でも同じように文字が見えるよう
に対応した。

【実績値2/5現在】
ホームページの年間アクセス数　203.5万件

【今後の方針】
　ホームページとCMS（コンテンツマネジメントシ
ステム）の情報カテゴリ分類の改善など、ウェブ
アクセシビリティの対応などを図ることで、誰も
が探している情報を容易に得ることができるウェ
ブサイトを構築する。
　市公式ホームページのリニューアルやＵＤフォ
ントの導入の検討を行うなどし、すべての人が必
要な情報を取得できるよう仕組みづくりを行って
いく。

【目標値】
・ホームページの年間アクセス数：350万件

ＳＮＳを活用した積極的な本市の
魅力発信

シティプロモーシ
ョン課

F、I
　本市の魅力を伝える画像や動画など
をＳＮＳなどに積極的に投稿し、戦略
的な広報活動を実施する。

【主な取り組み】
　ＳＮＳ等の情報発信では、各サービスの特色を
生かし、相互に連携を図るなど効果的な情報発信
を積極的に実施した。
　Instagramの市公式アカウントにおいては、フォ
ロワーや市広報担当者が撮影した写真を投稿し
た。また、他課からの依頼を受け、市公式YouTube
チャンネルにイベントの動画や観光プロモーショ
ン動画を掲載するなど、本市の魅力の発信を積極
的に行った。さらに令和5年度からは、市政情報を
発信する動画「あいづわかまつ市長チャンネル」
の制作・公開を行った。
　シティプロモーションテレビ広報番組において
は、テレビ放映後に市公式YouTubeチャンネルに投
稿し、市内や県外在住の人などが、場所や時間に
関係なく、本市の魅力を感じられるような仕組み
づくりを行った。

【実績値2/1現在】
・Instagramフォロワー数：12,917人
・YouTubeチャンネル登録者数：2,670人

【今後の方針】
　ＳＮＳ等の情報発信では、各サービスの特色を
生かし、相互に連携を図るなど効果的な情報発信
を積極的に実施していく。
　具体的には、Instagramの市公式アカウントに、
フォロワーや市広報担当者が撮影した写真を投稿
し、本市の魅力を発信していく。
　また、令和2年度から令和4年度までに制作・放
送したシティプロモーションテレビ広報番組の動
画を再編集し、ＹｏｕTubeなどを活用して拡散す
るなど本市の魅力を市内外へ向けて発信してい
く。

【目標値】
・Instagramフォロワー数：13,000人
・YouTubeチャンネル登録者数：2,800人
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①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

1 広聴活動費

2 データ利活用推進事業 情報戦略課

3 個人番号カード交付事業 市民課

3 情報管理費 情報戦略課

3 情報管理費 情報戦略課 G

3 情報管理費 情報化に特化した職員の拡充 情報戦略課 G

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

問い合わせ内容のデータ化による
業務効率化

シティプロモーシ
ョン課

A、F、H、I

　コールセンターが対応した問い合わ
せ内容をデータ化し、問い合わせの傾
向分析やデータ活用による業務効率化
を図る

【主な取り組み】
　市が独自に設置している新型コロナウイルス感
染症総合コールセンターに寄せられる市民からの
問い合わせ内容を、データ化することで、市民が
どういった情報を求めているのかの分析を行うこ
とができ、業務の効率化が図られた。
LINEサービスの自動問い合わせ機能などを活用
し、回答データのセットアップ作業を行うこと
で、問い合わせ内容に対する回答の更新を行い、
業務効率化が図ることができた。

【実績値】
・コールセンター問合せ件数：1,127件
・LINEサービス問合せデータ閲覧数：8,844件(1２
/31現在）
・LINE友だち数　10,017人（2/5現在）
・LINE（マッシュくん）　約11,185人（2/5現在）

【今後の方針】
新型コロナウイルス感染症に関するコールセン
ターは令和5年7月末で終了。8月以降は新型コロナ
ウイルス感染症対策室で対応をしている。LINE問
い合わせサービスは引き続き問い合わせ対応して
いく。

【目標値】
・LINE友だち数　9,000人

GISを活用した市民からの情報収
集

C、D、H
　市民協働事業等を利用し、道路の破
損状況等に関する情報提供を市民から
募る取組を行う。

公開用GISの提供や情報提供の確認方法等のマニュ
アルの作成等、情報提供者へのフォローを継続す
るとともに、新規情報提供者の確保に向けた検
討・取組を進める。

予約制によるマイナンバーカード
の申請・交付などの効率的な受入
体制の強化

A、B、E

　窓口予約システムも活用しながら、
マイナンバーカード関連手続きの支援
に取り組むことで、混雑の解消や待ち
時間を短縮し、もって市民ニーズに応
える効率的なマイナンバーカードの申
請・交付などの受入体制を目指す。
　また、遠隔地域を対象に、予約制に
よる公共施設の臨時窓口の開設や、福
祉施設入所者等に対する申請支援等に
も取り組み、さらなる保有率の向上に
努めていく。

令和５年度より、マイナンバーカードの受け取り
に限定した窓口予約システムの運用を開始し、令
和６年９月からは、マイナンバーカードや電子証
明書の更新、暗証番号の再設定など、マイナン
バーカード関連手続き全般を予約対象とし、さら
なる効率的な受入体制の実現に取り組んだ。
今後は、マイナンバーカードや電子証明書など更
新件数の増加が見込まれることを踏まえ、窓口予
約システムの利活用を継続し、計画的な受入体制
を目指していく。
また、出張申請窓口の機会等を充実させ、さらな
る普及促進に取り組む。

ICTに関する業務継続計画の運用
管理

B、G
　会津若松市災害時業務継続計画を補
完とするICTに関する業務継続計画の運
用及び管理を行う。

災害対策の拠点となる新庁舎のネットワーク整備
を実施した。
非常用電源の確保や、異なる通信事業者の回線を
引き込み冗長化するといった、従来の課題を解消
する設計としている。

職員の情報セキュリティの意識の
向上

　情報セキュリティ理解度チェックや
標的型攻撃メール訓練、新規採用及び
任期付職員を対象とした情報セキュリ
ティ研修の実施などの情報セキュリ
ティの意識を高める啓発活動を行う。

8/7に標的型攻撃メール訓練を実施した。
（全所属アドレス宛:83件、新採用職員、庁内IT・
ｄＸ推進リーダー、無作為抽出等 220名　計303件
対象　市開封率1.91%　県全体2.88%）

1/21～3/14までの期間で、全パソコン使用者を対
象とした情報セキュリティ理解度チェックを実施
した。（受講者数　1,282名　※受講率100%）

今後も、情報セキュリティ理解度チェックや標的
型攻撃メール訓練、新規採用及び任期付職員を対
象とした情報セキュリティ研修の実施などの情報
セキュリティの意識を高める啓発活動を継続して
いく。

　ICTに関する資格を保有する職員（情
報化人材）に対し、情報化セミナーへ
の派遣等を行い、庁内情報化推進を図
る。
　各所属から1名以上庁内IT・dX推進
リーダーを選出し、ICTに関するeラー
ニングやイベントの案内を行い、所属
内の情報化推進を行う。

10月にJ-LIS主催の情報化推進フェアが開催され、
情報化人材に対し周知及び派遣希望の照会を実施
したが、希望者は出なかった。（当課からは2名参
加）

【実績値】
・新規情報化人材者登録数：4名

引き続き情報化人材登録について啓発を行ってい
くとともに、研修や情報化セミナーの情報提供及
びタブレット端末等の貸出を検討してく。
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政策分野４１　行政運営（２）

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

2 給与事務 給与支給業務の業務効率化 人事課 A

2 会計課 A,B

3 公用車の適正管理 総務課 A,B

3 庁内情報化推進事業 情報戦略課 G

3 庁内情報化推進事業 情報システム導入の標準化の促進 情報戦略課

3 庁内情報化推進事業 電子申請の拡充 情報戦略課

3 庁内情報化推進事業 情報戦略課

3 庁内情報化推進事業 情報戦略課 B

3 庁内情報化推進事業 情報戦略課

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

　人事給与システムと庶務事務システ
ムとの連携により、職員が給与支払明
細書及び源泉徴収票を職員が印刷でき
るようにし、業務効率化及びペーパー
レス化の推進を行う。

職員に配付する給与支給明細書及び源泉徴収票に
ついて、（会計年度任用職員を除く）職員が各自
庶務事務システムの画面上でデータとして確認
し、必要に応じて印刷できるよう修正を行った。

公金収納に係るeLTAX活用
の推進

税及び税以外の収納に係るeLTAX
の導入を推進する。

　各収納システムを改修し、eLTAXに対
応することで、eL-QRによる納付を可能
にする。
　納付者は、金融機関窓口での現金払
いのほか、クレジットカードやQRコー
ド決済などの多様な決済手段による納
付が可能になる。
　また、金融機関においても従来の紙
処理からデータ処理に移行でき、事務
の効率化に繋がる。

（令和7年度追加掲載事業）

行政サービスの最適化と
利便性向上

　令和７年５月の新庁舎供用開始に併
せ、緊急車両など一部の公用車を除
き、総務課の一元管理とし、外部委託
を行う。公用車管理（公用車予約、車
検・定期点検、稼働状況など）を受託
者のシステムで運用し、庁内公用車所
管課の業務軽減を図り、効果的・効率
的な管理・運用を行う。

（令和7年度追加掲載事業）

文書管理・電子決裁システムの適
用拡充

　電子決裁を利用できる環境を維持
し、電子決裁の拡充・推進を行う。

総務課の主導により文書管理システムの電子決裁
の利用促進が進められているところであり、リ
モートワーク実施体制の拡充や新庁舎移転に向け
た文書量削減のため、庁内における電子決裁が増
加した。
ペーパーレス化による保管文書の削減や、リモー
トワーク等を見据えた電子決裁の利用を促進する
ため、各種手続きを見直し、新庁舎移転に向け、
業務の効率化図っていく。

A、B

　情報システムについて、「全体最適
化」の基準に則した情報システムの導
入及び運用手順の標準化を図ること
で、より効率的な庁内情報化を推進す
る。

令和５年に各所属の負担軽減と事務の簡素化を目
的とし、会津若松市情報システム導入手順標準化
マニュアルの大幅見直しを行った。令和６年度か
らは、見直し後のマニュアルに基づき導入や改修
等において、技術的な確認や全体最適化を図っ
た。
　令和７年度には情報システムの評価段階におい
て、明確な判断基準となるように評価基準を改正
することで、より効率的な庁内情報化の推進を
図っていく。

A、D、E

　「ゆびナビぷらす」や「LoGoフォー
ム」、「マイナポータル」等を活用
し、インターネット上で行政手続が可
能な電子申請の拡充を図る。

　窓口サービスｄＸチーム会議を通じ、新庁舎で
の円滑な窓口運用に向け、「ゆびナビぷらす」や
「LoGoフォーム」、「マイナポータル」等を活用
したオンライン申請の促進を行った。
　また、新庁舎開庁日に本稼働を開始する「窓口
DXSaaS」についても、帳票設定や端末の設定変更
作業等を実施し、本番運用に向け、各所属との調
整を行った。
　令和７年度からは「窓口DXSaaS」の導入によ
り、住基連携が可能となることから、窓口におけ
るデジタル申請率のさらなる向上を図り、窓口
サービスｄＸチーム会議で、各窓口での課題やア
イデアを庁内横断的に検討・共有することで、市
民の利便性向上と行政事務の効率化を図ってい
く。

マイナンバーカードを活用したサ
ービスの拡充

A、E、G
　マイナンバーカードを活用した住民
向けのサービスの拡充を図る。

マイナポイント事業を通じて、健康保険証利用及
び公金受取口座の登録を行った。

オープンスタンダードの採用及び
普及促進

　OSSオフィスソフトの活用及び普及啓
発を継続する。また、業務システムへ
のオープンソースソフトウェアの導入
を検討する。

これまでに引き続き、ソフトウェアのバージョン
アップと職員への操作サポートを行った。また、
デジタルサイネージとしての活用など、ソフト
ウェアの特性を生かした活用を進めた。
オープンソースソフトウェアの活用およびオープ
ンスタンダードの促進により、導入コストの削減
や公文書保存の最適化を図り、メリット拡大を継
続して図っていく。

デジタルガバメント推進に係る業
務改革の促進

A、F

　現行業務フローの見直しや、ＩＣＴ
の活用などにより、抜本的な業務改革
を行うことで、デジタルガバメントを
推進し、職員の業務負荷の軽減や市民
サービスの向上を図る。

　令和４年10月に、引っ越し（転入・転居・転
出）に伴うデジタル申請37手続きを11所属の窓口
で開始。またマイナンバーカードを利用し、来庁
しないで完了する手続きを転出届で開始。
　令和５年３月には、マイナンバーカードを利用
し、行政が保有する自身の情報を利用することで
入力の省力化ができる手続きを転居届及び転出届
で開始。また、税や福祉の手続きを加え、112手続
き22所属の窓口に拡充。
　令和５年10月までに「妊娠・出生」に関する手
続きを追加し、栄町第二庁舎の５所属９手続きに
て、来庁予約システムの運用を開始。
　令和７年５月からは、「窓口DXSaaS」を導入
し、新庁舎開庁と併せ、19所属で運用を開始予
定。
　今後も、市民の皆様に寄り添った「デジタル化
でより便利な窓口サービス」提供し、住民サービ
スの向上を目指す。
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①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

3 庁内情報化推進事業 情報戦略課

3 庁内情報化推進事業 情報戦略課

3 庁内情報化推進事業 キャッシュレス決済の推進 情報戦略課

3 庁内情報化推進事業 情報戦略課 F

3 庁内情報化推進事業 情報戦略課 F

3 庁内情報化推進事業 税外収納システムの導入・運用 情報戦略課 B

3 簡単ゆびナビ窓口事業 市民課

3 市民課

3 住基基本台帳事務事業 ＧＩＳの利活用範囲の拡大 市民課

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

多様な勤務形態に対応した環境整
備

A、F

　サテライトオフィスや在宅勤務など
の多様な勤務形態に対応するため、業
務用チャットシステムやテレワーク等
の環境を整備する。
　また、遠方の事業者などとの打ち合
わせや、庁舎間の移動をせずに組織内
の打ち合わせなどが行えるオンライン
会議の活用を促進する。

・LoGoチャットの利用状況（2025/3実績）
アクティブユーザー数：1,124アカウント
月間メッセージ件数：93,720
アクティブユーザー1人当たりのメッセージ件数：
83件

・ビデオ会議システムの利用状況
ミーティング数（令和6年4月～令和7年3月）：
1,747

今後も庁内へ幅広い利用を周知し、活用を進めて
いく。

新庁舎におけるICT環境の整備 A、F

　令和7年度完成予定の新庁舎におい
て、効率的に業務を行うためのネット
ワーク環境やパソコン等の端末環境の
整備を進める。

令和4年度において、新庁舎のネットワーク環境整
備に必要なネットワーク機器の購入、業務委託契
約の締結を行った。

また、令和6年度からは一人1台パソコンをタブ
レット端末を採用し、効率的に業務を行うための
端末環境の整備を進める。

A、E、F

　市役所窓口における各種証明書等の
発行手数料の支払いのため、キャッ
シュレス決裁システムを導入し、支払
時間や現金取扱の削減など、市民の利
便性向上と事務負担の軽減を図る。

　令和６年１０月８日より、市民課、税務課及び
税証明コーナーへ、キャッシュレス決済システム
を導入し、証明書発行手数料のキャッシュレス決
済の運用を開始した。
　令和６年度のキャッシュレス決済利用率は、対
売上金額で全体の約８％となっており、令和７年
度１０月からは支所・市民センターへも同システ
ムを導入することから、さらなる利用拡大を図
る。

生成AIサービスの導入・運用

　通知文や議会答弁等の文書作成の補
助や文章の誤字・脱字等の校閲、内容
の要約等を行うことができる文章生成
AIサービスを職員向けに提供し、業務
効率化および職員負担の軽減を図る。

（令和7年度追加掲載事業）

文字起こしアプリケーションサー
ビス

　音声データを活用した会議録作成支
援サービスを導入することで、職員の
会議録作成にかかる時間と労力を削減
し、業務効率化を図る。

（令和7年度追加掲載事業）

税外収納システムの導入により、市で
取り扱っている各種料金の賦課・徴収
業務における職員の業務効率化を図る
とともに、令和７年度に実施する基幹
業務標準化における標準準拠システム
とのデータ連携や、国の推進するeLTAX
への対応など、今後の法改正等への円
滑な対応を目指す。

（令和7年度追加掲載事業）

情報機器を利用したきめ細かな受
付業務の拡充

A、E、F

　障がいのある方、高齢者、乳幼児連
れの方などに対する申請書記入の負担
軽減のため、タブレットを活用した受
付と、マイナンバーカード所有者で自
動交付サービス登録者に窓口でのタッ
チパネルを活用した受付を行う。

　書かない窓口の実現のため、受付のデジタル化
を進めており、タブレット端末等での受付は、住
民票等発行総数の17.2％（令和６年12月末現在）
となっている。
　今後も、継続してさらなる利用促進を図り、窓
口サービスの向上に努める。

簡単ゆびナビ窓口事業、
自動交付サービス事業

コンビニ交付、ゆびナビ等のサー
ビスメニューの拡大

A、F

　障がいのある方、高齢者、乳幼児連
れの方などに対する申請書記入の負担
軽減のため、タブレットを活用した受
付と、マイナンバーカード所有者で自
動交付サービス登録者に窓口でのタッ
チパネルを活用した受付を行う。
　また、マイナンバーカードを利用し
て、印鑑登録証明書、住民票の写し、
戸籍謄抄本、戸籍附票をコンビニエン
スストアのマルチコピー機で自動交付
することにより、市民の利便性に寄与
する。

　マイナンバーカード交付枚数の増加により、例
年よりコンビニ交付での証明書発行枚数が増加し
ており、住民票等発行総数の26.66％（令和６年12
月末現在）となっている。
　今後も、継続してさらなるマイナンバーカード
の普及促進とコンビニ交付の周知を図る。

C、G
　住民異動に伴い住民ポイントの更新
を実施し、その利活用について庁内へ
普及活動を行う。

　市民課窓口、各支所、各市民センターにて住民
の転入・転居等を行った際に、住民ポイント更新
の運用を継続して行った。
　今後も、引き続き住民ポイント更新の運用を継
続するとともに、統合ＧＩＳ活用検討チームの活
動に参加していく。
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政策分野４２　財政基盤

①事務事業名 ②主な取組 ③所管課 ⑤取組の内容

1 納税環境整備事業 電子納税の導入及び普及促進 納税課

2 税務課 A

2 徴収事務 納税課 A

2 納税課 A

2 課税事務電子化推進事業 個人住民税税額シミュレーション 税務課 A

施策
番号

④取組の基本
となる観点

取組状況
（令和６年度までの主な取組/今後の方針）

A、E

　納税者の自主納付の促進と利便性向
上を図るため、インターネット上で納
税が可能な環境の整備、促進を行う。
また、収納情報の電子データ化によ
り、効率的な収納処理を目指す。

　電子納税促進のため令和元年度に法人市民税、
市県民税（特別徴収）の電子納税に対応する地方
税共通納税システムを導入、また令和２年度には
クレジットカード決済等を利用したインターネッ
ト納付システムを導入、更に令和4年度にはスマー
トフォンのアプリ決済による電子納税を導入し
た。
　今後は、引き続き先進地の事例や国の動向を把
握し電子納税の促進を図るとともに、納付方法に
ついて分かりやすく周知し普及を図っていく。

軽自動車OSS・JNKS連携対
応業務

軽自動車税OSS・JNKSのシステム
導入

　国のデジタルガバメント実行計画に
基づく、地方税共同機構の軽自動車保
有関係手続に係るOSS（ワンストップ
サービス）システム構築に伴い、同シ
ステムからの提供データを取得すると
同時に、総合行政システムの軽自動車
税（種別割）収納情報をJNKSを介して
発することができるようにする。

　OSS・JNKSとも令和5年１月より運用開始した。
　OSSについては、新車新規登録のみ限定のため、
登録情報が少ない。今後の新車新規登録以外での
車両情報データ移行がまたれる。
　JNKSについては、毎日総合行政システムで収納
状況を確認し、情報を発信している。車検絡みで
もあるので今後も継続して毎日行う必要がある。
　令和7年4月より小型二輪車においても導入予定
である。

預貯金等照会システム（預貯金照
会電子化サービス）の導入

　総合行政ネットワーク（LGWAN）を経
由する預貯金等照会システム（預貯金
照会電子化サービス）を利用し、電子
データによる調査を行うことで、滞納
整理事務の効率化と滞納処分の迅速化
を図る。

　預貯金等照会システム（預貯金照会電子化サー
ビス）導入を行い、電子データによる調査を行っ
た。
　今後も電子データによる調査を行い、滞納整理
事務の効率化と滞納処分の迅速化を図っていく。

納税環境整備事業（納付
方法拡充事業）

地方税統一QRコードの導入

　地方税統一QRコードを導入し①eLTAX
による納税、②金融機関窓口での納
税、③スマホ操作による納税等の多様
な納付方法を整備し、納税者の利便性
を向上させるとともに関係機関の事務
負担の軽減を図る。

　令和４年度に総合行政システム、地方税共通納
税システムとOCR読込システムを改修し、令和5年
度から固定資産税、軽自動車税（車種別）に地方
税統一QRコードを導入した。
　今後は、納税者がスムーズに制度を利用できる
よう納付書へ同封する納付案内や市政だより、
ホームページ等により納付方法について周知を
図っていく。

　利用者がインターネット上で前年中
の収入や控除などの情報を入力した情
報を基に、ふるさと納税の寄附金上限
額や個人住民税の税額を試算し、市・
県民税申告書の作成及び印刷すること
ができるシミュレーションシステムで
ある。

　令和6年２月に税額シミュレーションの公開を行
い、令和６年度１２月末時点の利用実績は、試算
した方が６２８件、申告書作成した方は２７件で
あり、前年度より利用者が増えたことから、今後
もその年度の税制対応を行い、利用者の拡大に向
けホームページ等による周知を図っていく。
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